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　２１世紀、自動車・家電を中心としたビジネスのグローバル化が進むにつれ、地球環境問題

では「循環型社会システム」の構築に向けた取り組みが世界各国に拡がりを見せています。

欧州では、２０００年１０月に廃棄自動車の有害物規制や再資源化目標を設けようとする指令

（２００３年７月発効）が出されました。また、１６０カ国余りが参加する気候変動枠組条約締結国

会議では、地球温暖化防止の国際ルールを協議しています。「持続可能な発展（経済発展と

環境保全の調和）」は私たち人類にとって最も重要な課題の一つです。�

　富士通テンは「お客様第一」、「品質至上」を経営の基本理念としていますが、お客様の立

場に立って考える事がその原点です。同様に地球環境問題では、私たち自身や私たちの子孫

を含め、環境の悪化から影響を受けるすべての人々の立場に立って考える事を至上としてい

ます。�

　この基本理念に基づいて１９９２年に「富士通テン地球環境憲章」を制定して以来、富士通テ

ングループ各社で環境マネジメントシステムを構築し、時代と社会の要請に応じた改善を加

えながら事業活動のあらゆる段階に展開してきました。�

　この報告書は、富士通テングループの環境保全活動とその成果をまとめたものです。この

報告書を通じて、富士通テングループの環境問題に対する考え方と取り組みをご理解頂けれ

ば幸いに存じます。�

社　　名 ： 富士通テン株式会社�

所 在 地 ： 本社事務所　〒６５２－８５１０ 神戸市兵庫区御所通１‐２‐２８ 　ＴＥＬ．０７８－６７１－５０８１��

　　　   ： 工場　　　　〒６５２－８５１０ 神戸市兵庫区御所通１‐２‐２８　 ＴＥＬ．０７８－６７１－５０８１�

　　　　　　　　　　　〒５０８－０１０１ 岐阜県中津川市苗木２１１０　　ＴＥＬ．０５７３－６６－５１２１�

代 表 者 ： 代表取締役社長  槌本 隆光��

設　　立 ： １９７２年１０月２５日�

事業内容 ： インフォテインメント機器および自動車用電子機器の製造、販売�

主要製品 ： インフォテインメント機器�

オーディオ・ナビゲーション機器�

＜車 載 用＞�

オーディオ機器�

オーディオ・ビジュアル関連機器�

ナビゲーション関連機器�

＜ホーム用＞�

タイムドメインオーディオシステム ��

移動通信機器�

情報通信応用システム ��

情報通信応用機器�

自動車用電子機器�

コンロールユニット(ＥＣＵ)およびセンサ ��

ミリ波レーダ(６０ＧＨz・７６ＧＨz帯)�

資 本 金 ： ５３億円（２００２年３月３１日現在）�

グループ ： 国内製造  �

　　株式会社栃木富士通テン�

　販売  �

　　富士通テン東日本株式会社�

　　富士通テン中部株式会社�

　　富士通テン西日本株式会社�

　その他  �

　　富士通テンアクティ株式会社�

　　富士通テンリサーチ株式会社�

　　富士通テン情報システム株式会社�

　　富士通テンスタッフ株式会社�

１． ２００１年度の活動実績�

　製品分野の取り組みとして、自動車の排気ガス削減のために開発が続けられている燃料電

池車およびハイブリッド車用のＥＣＵを自動車メーカ様と共同開発するなど、環境負荷の低減

に貢献する製品開発を推進しているほか、２００１年７月より当社市販カーＡＶ製品に環境ラベ

ルを導入し、独自に設けた基準をクリアした「グリーン製品」第１号を市場に投入いたしました。

さらに、グリーン製品開発を取引先様と連携して効率よく進めるため、調達部品等への環境配

慮要求事項をとりまとめ、２００１年９月に「グリーン調達ガイドライン」として発行いたしました。

また、工場対策面では二酸化炭素排出量、廃棄物再資源化率、化学物質使用量の年度目標を

すべて達成することができました。�

２． ２００２年度の重点活動�

　製品分野の取り組みにおいては、新規開発のすべての製品を、グリーン製品として２００３年

度末までに提供することを目的として、製造段階で投入する資源や使用段階で消費するエネ

ルギーの最少化、製品廃棄段階で土壌や地下水汚染に関係する有害物質の使用全廃や使用

済み製品のリサイクル率向上など、環境保全に役立つ技術の確立と製品設計への採用計画を

策定、推進します。また、自動車リサイクル法（２００４年末施行予定）の動向をにらみ、自動車メ

ーカ様に定量的な製品環境情報をタイムリーに提供するためのシステム構築に取り組みます。

工場対策面においては、国内２工場で廃棄物ゼロエミッションの達成を目指すほか、二酸化炭

素排出量の削減に重点をおいた活動を展開してまいります。また、富士通テングループの行

動目標を定めた「富士通テン環境行動計画」は、２００２年度で第３期の最終年度を迎えるため、

第４期の２００５年ビジョンを策定いたします。�

　今後とも地球環境保全を念頭に置きながら、より良い製品・魅力的な製品作りに尽力して参

る所存でございますので、何卒深いご理解、ご支援を賜りますようお願いするとともに、皆さ

まの忌憚のないご意見をお待ちしております。�

�

編集方針�

　環境報告書は皆さまと富士通テングループとの重要なコミュニケーションのツールと考えています。また、報告書の作成においては、目

標、計画、実績などをグラフや図表を用いて分かりやすくまとめるよう努めています。２００２年度版では、事業と環境負荷のかかわりや環境

負荷に対する保全活動の実施状況をより詳細に記述したほか、保全活動の成果に対する評価・見直しの記述を充実しました。今後は環境負

荷データの開示範囲を販売会社、さらに海外事業所を含めた富士通テングループ全体に拡大すべく改善を行ってまいります。�

報告範囲�

　本報告書で紹介する以下の環境負荷・環境会計などの集計データは、２００１年度（２００１年４月１日～２００２年３月３１日）における、富士通テ

ン単独と富士通テンおよび国内の富士通テングループ各社（製造会社１社､その他４社）を対象とした連結のデータです。��

　また、その他の国内販売会社３社および海外製造会社５社の環境負荷データを２８ページに｢参考データ｣として掲載します。�

�

会社概要�
�
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２，６７６� ２，７６６�

（年度）� （年度）�

ＡＶＮ� タイムドメインオーディオシステム�

広域車両位置管理システム� ミリ波レーダ�

代表取締役社長�

常務取締役（地球環境委員長）�

２００２年８月�

�

■ 単独�
■ 連結�

 ： 海外製造  �

　　ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ＣＯＲＰ．ＯＦ ＡＭＥＲＩＣＡ（米国）��

　　ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ｄｅ ＭＥＸＩＣＯ，Ｓ．Ａ．ｄｅ Ｃ．Ｖ．（メキシコ）�

　　ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ ＯＦ ＴＨＥ ＰＨＩＬＩＰＰＩＮＥＳ(フィリピン)��

　　天津富士通天電子有限公司（中国）�

　　ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）ＣＯＮＰＡＮＹ ＬＩＭＩＴＥＤ（タイ）�

　販売  �

　　関係会社５社（カナダ、ドイツ、オーストラリア２社、イギリス）�

　その他  �

　　関係会社３社（シンガポール、フィリピン２社）�

�
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当社の事業活動・商品の環境側面と環境を守るための主な取り組み�
�
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　富士通テングループは、主に自動車に搭載するインフォテインメント機器（オーディオ・ナビゲーション機器、移

動通信機器）、自動車用電子機器などの商品開発、設計、製造、販売を事業としています。��

　グループの環境保全活動は、これらの事業活動ならびに商品の使用、廃棄が環境に与える影響を認識し、「投

入する資材や天然資源」、「排出する廃棄物や排ガス・排水など」の種類（環境側面）ごとに定量的な評価を加え

て、企画、推進しています。�

�

事業活動・�
商品の流れ�

�

事業所内共通�
�

主要環境側面�
（インプット）�

�

①エネルギー資源の消費�
②水資源の消費�
③森林資源の消費�
�

④環境負荷物質の排出�
⑤生活排水�
⑥廃棄物�
�

主要環境側面�
(アウトプット)�

�

主要環境側面�
（製品）�

�

環
境
影
響
の
発
生
要
素�

�

環
境
保
全
の
取
り
組
み�

�

地球温暖化対策①④�
全グループで省エネルギ
ー設備の導入や節電活動
を徹底しています。（P１９-２０）�
�

用紙削減活動③�
事務処理ペーパーレス化、
ペーパーレス会議の推進
やコピーの縮小･両面使用
を奨励しています。（P１６）�
��

化学物質取扱管理と�
有害物使用削減④�
ＰＲＴＲ対象物質を重点に
取扱管理を徹底するとと
もに代替化を推進してい
ます。（P１７-１８）�
�

廃棄物減量化と�
適正処理⑥�
古紙や金属の分別・リサイ
クル、廃製品・部品からの
貴金属回収、生ゴミの肥
料化などマテリアルリサイ
クルに重点をおいて、埋め
立て廃棄物のゼロ化（ゼ
ロエミッション）に取り組
んでいます。（P１５）�
�
�

開発・設計�
�

①実験車両の燃料消費�
�

②実験車両の排ガス�
�

③鉱物､石油､森林資源�
　など天然資源の採取�
④製品使用時の燃料消費�
⑤製品への有害物質含有（部品）�
�

シミュレータの開発①②�
車両の実験走行に代えて、
車が走る､曲がる､止まる
などのバーチャルな動作
環境を作り出し、電子機器
の開発評価ができるシス
テムを自社開発しました。�
�

グリーン製品開発�
③④⑤�
製品環境アセスメントを
実施し、製造時・使用時の
省資源・省エネや有害物
質の使用排除、さらにリサ
イクル性をよくするために、
原材料の統一や分解し易
い構造にするなど設計に
配慮しています。（P２１-２２）�
�

環境貢献製品の開発�
車の燃費向上に直接寄与
する制御用コンピュータ、
交通を円滑にして環境保全
に貢献するＩＴＳ（インテリジ
ェント・トランスポート・シス
テムズ：高度道路交通シス
テム）関連機器などを開発･
提供しています。（P２３-２４）�
�

部材調達�
�

①運送車両の燃料消費�

②製造工程での環境�
　負荷物質の排出�
③運送車両の排ガス�
④持込み容器包装廃棄物�

グリーン調達の推進�
取引先に発行するグリーン
調達ガイドラインに基づき、
新規部材採用時に環境ア
セスメントを実施し、環境
影響のより小さいものを
選んでいます。�
また、取引先の環境への取
り組みについての評価・支
援も行っています。（P１１-１２）�
�

「天栄会」分科会活動�
①②③④（取引先協力会）�
環境マネジメントシステム
の構築を進めるとともに、
共同配送の実施、納入品
荷姿の通箱化や部品の鉛
フリー化の推進などをテ
ーマに自主的な活動を展
開しています。�
�

製　造�
�

①製造設備の電力消費�
�

②製造工程での環境�
　負荷物質の使用・排出�
③不要部材（端材･仕損品）��
④使用済み部材容器包装�
�

⑤製品への有害物質�
　含有（副資材）�
�

①自動車の燃料消費�
 （間接影響）�
�

①使用済み製品�
 （シュレッダーダスト）�

地球温暖化対策①�
組立工程の削減、リードタ
イムの短縮など生産性の
向上に取り組んでいます。�
�

環境負荷物質の削減�
②⑤�
鉛フリーはんだの適用拡
大や電子基板のコーティ
ングレス化など、ＰＲＴＲ対
象物質の使用削減、ＶＯＣ
ガス（有機溶剤）の排出抑
制対策を強化しています。
（P１７，２２）�
�

部材容器包装の�
リユース④�
部品メーカの緩衝材リユ
ースに協力するため、製
造工程でトレー・リール・
スティック等を分別して返
却しています。�
�

製品物流･販売･�
アフターサービス�

�
�

①物流・営業車両の燃料消費�
②カタログ・製品容器包装�
　製作での紙消費�

③物流・営業車両の排ガス�
④使用済みカタログ・�
　製品容器包装�

グリーン物流の推進�
①③�
目的地や出荷量をトータ
ルに管理し、積載効率の向
上・輸送距離の短縮に取り
組んでいます。（P２０）�
�

エコカーの採用①③�
ハイブリッドカーや低燃費
車への転換を進めていま
す。（P２０）�
�
製品容器包装再資源化②�
パルプモールド緩衝材の
採用や包装箱の収納効率
を高める取り組みを行っ
ています。（P２４）�
�

カタログ･製品説明資料へ
の環境配慮②�
再生紙や環境負荷の少な
い印刷インクの利用を進
めています。�

製品使用�
�

製品廃棄�
（回収･リサイクル）�

製品の省エネルギー設計（製品使用①）�
※開発・設計段階のグリーン製品開発を参照（P２１）�
�

※当社製品のほとんどは車に取り付けられるため、廃車時にシュ�
レッダーダストとして埋め立て処分されています。�
また、２００４年１２月頃に施行される自動車リサイクル法では、将
来の「車リサイクル率」目標値が設けられる見込みです。�

�

使用済み製品の環境汚染リスク低減（製品廃棄①）�
製品に含有する有害物質全廃に取り組んでいます。�
（対象物質：鉛、六価クロム、カドミウム、水銀など）�
※開発・設計段階のグリーン製品開発を参照（P２２-２３）�
�

使用済み製品の資源循環（製品廃棄①）�
使用済み製品の積極的な回収は行っていませんが、回収された
製品は修理期間中の代替品として活用したり、解体して付加価値
の高い部品の再利用を進めています。�
今後は、製品リサイクル可能率の向上に取り組みます。�
※開発・設計段階のグリーン製品開発を参照（P２１）�
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1. 環境マネジメントの基本スタンス�
　富士通テンは環境を経営の最重要課題のひとつと位置付け、経営の基本理念に基づき、環境に関する取り組

み方針である「富士通テン地球環境憲章」を制定、環境に関する基本理念・基本方針・行動指針を定めています。�

2. 富士通テン地球環境憲章�
　この「富士通テン地球環境憲章」は、１９９２年１１月１日に制定し、一般に公表（記者発表）しました。�

　自然との調和を大切に、独自のカーエレクトロニクス技術を生かして、クルマ社会の発展と環境との共存への

取り組みをグローバルに展開することをコミットメントしています。�

3. 環境行動計画�
　「富士通テン地球環境憲章」に基づき環

境保全活動を全社ベクトルを合わせて推

進するため、中期的な取り組み項目と目標

を定めた「富士通テン環境行動計画」があ

ります。�

4. 目標・実績・評価�
　「富士通テン環境憲章」に定めた事項を具体的に実践していくため、１９９３年１１月に第１期の「富士通テン環境

行動計画（１９９３年度～１９９７年度）」を策定し、公表しました。現在は第３期行動計画（２０００年度～２００２年度）の

取り組み項目・目標の達成に全社一丸となって計画を進めています。２００１年度は、すべての項目で目標値を達

成しました。�

 ２００１年度の実績が「環境行動計画」の最終目標を上回った項目については、その最終目標を見直しました。�
（１）製品への環境配慮�
     グリーン製品の市場投入を完了 → 鉛はんだ適用機種の市場投入に目標を変更する�
（２）廃棄物減量化対策�
     再資源化率の行動計画最終達成目標を達成 → 本社工場・中津川工場においてはゼロエミッション達成のための施策を完了することを加え、�
     再資源化率の目標を上方修正する�
（３）地球温暖化対策�
     行動計画最終達成目標を達成 → ２００１年度の単位生産高あたり二酸化炭素排出量実績に、目標を上方修正する�

基本理念� 基本方針� 行動指針�

富士通テンの経営理念�

１． 第３期環境行動計画の行動目標と実績�

２． 第３期環境行動計画（見直し版・要約）�

富士通テンの地球環境憲章�

第３期環境行動計画（全体）�

行動計画最終目標�項   目� ２００１年度目標� ２００１年度実績� 評  価� 参照ページ�

国
内
生
産
拠
点
対
象�

行動計画最終目標�項   目�

国
内
生
産
拠
点
対
象�

○�

◎�

◎�

◎�

◎�

２１�

２２�

１５�

１６�

１７�

１９�
２０�

誠は天の道なり�
（社  是）�

車の楽しさ、利便性、安全性を極め、�
乗る「よろこび」を追求した�

オリジナリティのある商品を創り出し、�
社会に貢献する。�
（使  命）�

お客様第一�
品質至上�
（基本理念）�

「人にやさしい商品づくり」と「豊か

なカーライフの創造」をめざし、広く

社会の発展に寄与するとともに、企業

活動が地球環境と密接にかかわり合

っていることを認識し、地球環境保全

への取り組みを積極的に推進する。�

１.総合的な取り組み�

２.企業責任の遂行�

３.社会への貢献�

１．環境への影響を配慮した事業活動�

２．資源とエネルギーの効率的利用�

３．環境政策への協力と社会貢献活動�

　への支援・参画�

４．環境教育による全員の意識高揚�

評価 ＝ ◎:目標を上回った  ○：ほぼ目標どおり  ×：目標を下回った�

製品への環境配慮�
製品環境アセスメントとグリーン製品のラベリ
ング制度を確立し、２００２年秋を目処にグリーン
製品を市場投入する。�

ラべリング制度の運用開始�
鉛フリーはんだ適用製品の�
量産準備完了�

ＡＶＮ２機種をグリ
ーン製品として市
場投入�

２００５年度ゼロエミッション達成を目指して再資
源化率を２００２年度末までに９３％に向上させる。�

用紙購入量を２００２年度末までに１９９９年度実績
比で３０％削減する。�

ＰＲＴＲ対象物質使用量を生産高原単位で１９９５
年度比２１％未満に維持する。�

二酸化炭素排出量を生産高原単位で２００２年度
末までに１９９０年度実績の１０８％に抑制する。�

廃棄物減量化対策�

有害物使用削減対策�

地球温暖化対策�

製品への環境配慮�

廃棄物減量化対策�

有害物使用削減対策�

地球温暖化対策�

８９％ 以上��

２０％ 以上��

２１％ 未満��

１１７％  未満�

９４％�

２５％�

１６％�

９１％�

２００２年に鉛フリーはんだ適用製品を市場投入する。�

�

用紙購入量を２００２年度末までに１９９９年度実績比で３０％削減する。�

ＰＲＴＲ対象物質使用量を生産高原単位で１９９５年度比２１％未満に維持する。�

二酸化炭素排出量を生産高原単位で２００２年度末までに１９９０年度実績の９１％以下に抑制する。�

本社工場と中津川工場においてゼロエミッション達成のための対策を２００２年度末までに完了する�
とともに再資源化率を９６％に向上させる。�
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方針・目標・総括�



5. 環境会計�
　環境保全にかかわる費用と経済効果･物量効果を定量的に把握・評価する「環境会計」を２０００年３月期から実

施しています。��

　「環境会計」は、経営の一環として環境保全活動を捉え、環境負荷の低減を効率よく進めるとともに、当社の

環境保全活動への理解を深めていただくための重要なツールと受け止め、環境省のガイドライン、先進企業の

環境会計システムなどを参考にして富士通テングループ「環境会計ガイドライン」を策定し、集計結果を公表し

ています。しかし、「環境会計」を経営ツールとして充分に活用するためには、環境コストをどのように予算化す

るか、個々の環境投資に対する経営判断のために経済効果･物量効果をどう捉え、どう基準化するかなど、多くの

課題を残しています。また、情報開示の視点では、会計の信頼性向上のため、更に「環境会計ガイドライン」の検

討･見直しを重ねるとともに、社内監査制度を整備します。�

　連結の環境コストは前年度より１９百万円増加し、３０７百万円とな
りました。増加内容は、維持コストのうちの資源循環コストの増加分
が２５百万円と９割以上を占め、主な増加原因は部品の海外調達促進
に伴って国内に持ち込まれる容器包装廃棄物のリサイクル委託費が
増加したこと（＊１）、および新たに計上したリサイクル・リデュースの
ためのコスト（＊２）によるものでした。�
　連結の経済効果は前年度より１５６百万円と大幅に減少し、１３１百
万円でした。主な減少内容は、前年度の実質効果の約半分を占めて
いた部品の再使用による購入部品コスト削減効果が、部品価格の低
下や部品の取り外し・検品費用の高騰などにより見込めなくなった

こと（＊３）、およびガイドラインの見直しによりペーパーレス活動効果の
うちコピー料金削減効果の計上を取りやめたこと（＊４）によるものです。�

環境コストの考え方�

環境コストの内訳� 環境効果の内訳(経済効果)

経済効果の考え方�

単   独�

２０００年度� ２００１年度� ２０００年度� ２００１年度�

連   結�
環境コスト�

分　　類�

公害防止コスト�

地球環境保全コスト�

資源循環コスト�

下水道費�

上下流コスト�

管理活動コスト�

研究開発コスト�

社会活動コスト�

環境損傷コスト�

環境ビジネスコスト�

経済効果�

物量効果�

公害防止効果�

地球環境保全効果�

資源循環効果�

管理活動効果�

研究開発効果�

社会活動効果�

環境損傷効果�

環境ビジネス効果�

９�

２７�

６３�

１１�

２６�

７８�

５９�

９�

０�

０�

２８０�

６�

１８�

５�

６３�

１�

６�

２６�

０�

０�

１２６�

４０�

１０�

２７�

７９�

１２�

２６�

８２�

５９�

１３�

０�

０�

３０７�

６�

１９�

８�

６３�

１�

６�

２７�

０�

０�

１３１�

３３�

その他の�
効果�

事業�
エリア�
効果�

事業�
エリア内�
コスト�

上下流効果�

計�環境コスト�

計�

環境負荷低減量（２０００年度負荷量 － ２００１年度負荷量）�
ＣＯ２排出量 （単位：ｔ－ｃ）�

富士通テン単独� グループ連結�

（単位：百万円）�

（単位 ： 百万円）�

２００１年度環境会計�

内　　　容�

�大気・騒音防止等のためのコスト、環境関連設備のオペレーションに係る人件費�

省エネルギー対策費用、温暖化防止等のコスト�

廃棄物リサイクル費用等、資源の効率的利用のためのコスト�

公共下水道費�

生産・サービス活動に伴って上流または下流で生じる負荷を抑制するためのコスト（製品リサイクルコスト）�

管理活動における環境保全コスト（認証維持コスト等）�

研究開発活動における環境保全コスト（グリーン製品・環境対応技術の設計・開発費用）�

社会活動における環境保全コスト（緑化推進コスト等）�

環境損傷に対応するためのコスト（土壌・地下水汚染等の修復コスト、補償金等）�

環境ビジネスにかかわるコスト�

生産活動により得られる付加価値のうち、環境保全活動の寄与額�

電力・油・ガス等の使用量減に伴う費用削減額�

廃棄物減量化、有効利用等による削減額�

廃製品等のリサイクルによる有価品・リユース品の売却額、部品再使用による部品代差額�

ＩＳＯ１４００１構築による効率化、従業員の社内教育効果�

グリーン製品、環境配慮型製品の販売貢献額、ライセンス収入額�

環境広報活動による企業イメージアップ貢献額�

地下水汚染対策等による住民補償等の回避額�

環境ビジネスの販売貢献額�

環境リスク低減�

全体的に環境�
コストダウン�
�

（投資額を環境に係る割合で按分）�

新規設備投資は５年間の定額償却とした年額、その他は該当年度の発生コストを計上�

　事業活動に伴って発生させた環境負荷や保全活動の物量効果な
ど、環境パフォーマンスを絶対値で把握するとともに、２００１年度か
らは、重要と考える環境負荷と経営関連指標（生産高・環境コスト）
とを関連づけた環境負荷改善指標を設定し、経営の視点から保全活
動の効率を評価して環境マネジメントのスパイラルアップをはかっ
ています。�

■ 環境コスト・経済効果の分類・集計の考え方�

■ 物量効果と環境負荷改善指標�

環境損失�

維持コスト�

環境投資�

環境負荷�

【２００１年度の結果】�

　２００１年度のＣＯ２排出量に関する「環境効率（＊１）」および「環境負
荷改善効率（＊２）」は、いずれも前年度より向上しました。�
　「環境負荷改善効率」については、電力使用量は増えたものの、中
津川工場のフロア冷房に、外気を活用するシステムを導入したこと
により、ＣＯ２排出係数の大きい重油の消費量を削減できたため、生
産エネルギートータルではＣＯ２排出量を低減することができました。�

【２００１年度の結果】�

単   独�

２０００年度� ２００１年度� ２０００年度� ２００１年度�

連   結�
経済効果�

（単位 ： 百万円）�

※「製品環境負荷物質含有量」、「資源消費量」については、負荷量を算出・管理�
    するシステムを構築中です。�

年 度�

２００１�

２０００�

単 独�

０．２６１�

０．２５３�

連 結�

０．２８２�

０．２５９�

年 度�

２００１�

２０００�

単 独�

１３．７�

－６．４�

連 結�

１０．４�

－６．０�

　２００１年度の環境会計の集計範囲は国内生産拠点までですが、環
境経営をグローバルに展開していくため、２００２年度からは、海外を
含む富士通テングループに順次範囲を拡大し、環境会計を実施します。�

■ 今後の取り組み�

環境損失�

維持コスト�

環境投資�

          計�

： 維持コストの節約、有価物売却等による収入�

： 環境教育等ある定義にて経済的効果が�
  あったとみなした効果�

： 環境汚染や訴訟等のリスクを回避したと�
  考えられる効果�

実質効果（コストダウン）�

み な し 効 果 �

リ ス ク 回 避 効 果 �

０�

２３６�

２３�

２５９�

０�

２５４�

２６�

２８０�

０�

２６５�

２４�

２８９�

０�

２８１�

２６�

３０７�

実質効果�

みなし効果�

リスク回避効果�

          計�

２６５�

１９�

０�

２８４�

８６�

４０�

０�

１２６�

２６８�

１９�

０�

２８７�

９０�

４１�

０�

１３１�

重要と考えている環境側面と環境負荷�

① 生産エネルギーの使用 ――― 二酸化炭素（ＣＯ２）排出量��

② 使用済み製品の廃棄　 ――― 製品環境負荷物質含有量�

　 　　　　　　　　　　 ――― 資源消費量�

＊１ 環境効率（生産高／環境負荷）：�
　  単位環境負荷当たりの生産高を表わす指標�
　 （改善効果が進めば進むほど、経済価値が向上することが見えるものです）�
＊２ 環境負荷改善効率（環境負荷の低減量／環境コスト）：�
　  時系列での比較評価により明らかになった環境改善効果と環境コストとの関係を表す指標�
　 （環境対策が進めば進むほど、絶対値が増えにくくなります。また環境負荷が前年度を上ま�
 　 わるとマイナス値になります）�

環境効率（生産高／ＣＯ２排出量）� （単位：億円／ｔ‐ｃ）� 環境負荷改善効率（ＣＯ２排出削減量／環境コスト）� （単位：ｔ‐ｃ／億円）�

１．対象期間�
　（１）２００１年度 ： ２００１年４月１日から２００２年３月３１日まで�

　（２）２０００年度 ： ２０００年４月１日から２００１年３月３１日まで�

２．集計範囲�
　（１）単独 ： 富士通テン株式会社の国内全生産拠点�

　　　　　　　（本社工場・中津川工場）�

　（２）連結 ： 富士通テングループの国内全生産拠点�

　　　　　　　（富士通テン本社工場・中津川工場、栃木富士通テン）�

３．準拠ガイドライン ��
　（１）環境負荷改善指標 ： 環境省公表「事業者の環境パフォ－マンス指標（２０００年度版）」�

　（２）環境会計 ： 環境省公表「環境会計システム導入のためのガイドライン（２０００年度版）」�

        に準拠して作成した富士通テングループ「環境会計ガイドライン」�

４．環境負荷改善指標における負荷の範囲 ： �
　環境省から二酸化炭素排出係数が示されている「エネルギー使用量（電気・油・ガス）」�

�

　　※２０００年度は、環境負荷の範囲に「廃棄物（廃プラスチック・廃油・一般廃棄物）の焼却」

を含めていましたが、廃棄物の再資源化を進め、マテリアルリサイクルやサーマルリ

サイクルにまわすものがほとんどとなっています。�

　　　廃棄物のマテリアルリサイクルやサーマルリサイクルについては環境省から二酸化

炭素排出係数が示されていないため、廃棄物は今年度より環境負荷の範囲外としま

した。（これに伴い２０００年度実績数値を見直しています。）�

５．基本となる重要な事項の変更点�
　（１）実質効果の集計期間を投資の減価償却期間（５年）と整合させました。�

　（２）リユース品利用に関する効果額の集計を開始しました。�

６．環境コストの算定基準�
　（１）減価償却の集計方法 ： 耐用年数５年の定額法により、費用に含めています。�

　（２）複合コストの計上基準 ：「環境会計システムの確立に向けて（２０００年報告）」に準拠

し、環境保全に関わる部分だけを集計しています。�

７．環境保全対策に伴う経済効果の算定基準�
　（１）対象とした効果の範囲 ： 事業活動から産出する財・サービスの使用時・廃却時におけ

る環境負荷の減少を対象とした実質的効果および推定的効果（リスク回避効果・みな

し効果）�

　（２）投資の効果の発現期間とその根拠 ： 実質効果については「５．基本となる重要な事項

の変更点（２）」に記載のとおりです。�

　　　推定的効果については、環境保全の寄与額や操業ロス回避額など、その年度内に完

結するもの以外は、効果の発現期間を１２ヵ月としております。効果の集計の根拠は以

下のとおりです。�

　　　① 生産活動により得られる付加価値に対する環境保全活動の寄与額��

　　　　 効果額 ＝ 付加価値×環境保全設備の維持運営コスト／総発生費用�

　　　② 法規制不遵守による事業所操業ロス回避額��

　　　　 効果額 ＝ 付加価値／稼動日数×操業ロス日数�

　　　③ 広報活動効果額��

　　　　 効果額 ＝ 新聞・雑誌の広告費用相当額×記事掲載件数�

環
境
コ
ス
ト�

環
境
効
果�

※四捨五入により、合計値が若干異なります�

【環境会計の基本事項】�

＊１ ：�
＊２ ：�
�
�
＊３ ：�
�
�
＊４ ：�

主に発泡スチロール・プラスチック製緩衝材のリサイクル委託費（１１百万円）��
廃棄物の構内収集、混合廃棄物の分別作業委託料（８百万円）��
用紙使用削減（リデュース）対策に導入したペーパーレス会議用プロジェクターの�
リース料（３百万円）�
部品再使用の取りやめによる購入部品コスト削減額の減少（約１２０百万円）�
購入部品コスト削減額を全額計上していたが、部品再使用による環境負荷低減への寄
与率（例：部品質量/製品質量）を考慮した経済効果の算出方法への見直しを検討する。�
業務効率化を主目的とした活動であるため、用紙購入費削減による経済効果のみ計上
することとしたことによる経済効果の減少（約３０百万円）�
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1. 推進組織�
　１９９２年に「地球環境委員会」を設置し、その下部組織に各拠点（事業所）の環境保全を担当する「工場環境分

科会」と製品への環境配慮を担当する「グリーン製品分科会」を置いて活動しています。�

2. 環境マネジメントシステム�
　富士通テングループの環境マネジメントは、国際規格（ISO

１４００１）に基づいたＰｌａｎ／Ｄｏ／Ｃｈｅｃｋ／Ａｃｔｉｏｎの体系化さ

れたツールを活用するとともに、環境会計や環境パフォーマン

ス指標の導入など、時代と社会の要請に応じた改善を加えながら、

事業活動のあらゆる段階に展開しています。��

　また、「富士通テン環境行動計画」を着実に達成していくため、

年度ごとに環境方針、環境マネジメントプログラムを策定し、さ

らに全部門・全社員の取り組みとなるよう、細部の環境マネジメ

ントプログラムへ展開しています。�

　また、拠点間の連携活動については国内拠点、海外拠点の

連絡会議、製品環境対策の推進活動については課題別に推進

会議を設置しています。�

3. ＩＳＯ１４００１認証取得状況�
　富士通テングループでは、全生産拠点でＩＳＯ１４００１の認証を取得する方針で、既に国内３拠点、海外４拠点では

２０００年６月で認証取得を終えています。５拠点目のFUJITSU TEN（THAILAND）COMPANY LIMITED

（タイ）では、新工場が２００２年７月に竣工し、８月初旬から稼動に入るため、２００３年に認証取得を計画して

います。�

　また販売関係会社では、２００２年度に当社の独自基準による環境マネジメントシステムを構築する計画です。�

4. 環境監査�
　環境マネジメントシステムに内部監査の実施を組み入れ、その結果を基にして１年間のマネジメント活動に

評価を加え、さらに環境マネジメントシステムのスパイラルアップを図ります。�

5. 経営層による見直し�
　製品環境マネジメントの分野において、２００３年７月に発効する「欧州ＥＬＶ指令」や２００４年１２月頃施行予定

となっている国内「自動車リサイクル法」が、当社の重要なお客様である自動車メーカに大きなインパクトを与

えていることを受けて、２００２年度に策定する第４期「富士通テン環境行動計画」では、製品に含まれる有害化学

物質の全廃への目標を明確にします。�

6. 法規制の遵守状況�
　国内の富士通テングループにおいて、２００１年度に環境関連法に関する汚染事故ならびに環境規制値を超え

る環境排出はありませんでした。環境関連法に関する国内生産拠点の環境データは、２５～２７ページをご参照く

ださい。�

環境マネジメントの体系�

生産拠点名� 認証取得年月� 審査機関名� 認定機関名�

国  

内�

海  

外�

富士通テン本社工場�

中津川工場�

栃木富士通テン�

ＦＴＣＰ（フィリピン）�

ＦＴＣＡ（アメリカ）�

天津富士通天（中国）�

ＦＴｄＭ（メキシコ）�

ＦＴＴＬ（タイ）�

１９９７年６月�

１９９７年８月�

１９９７年１０月�

１９９８年１０月�

１９９９年６月�

１９９９年１２月�

２０００年６月�

JACO�

JACO�

JACO�

TÜV Rheinland�

LRQA�

CCEMS�

LRQA�

未 定�

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ�

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ�

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ�

DAR�

ANSI・RAB�

ZHB・ＵＫＡＳ�

RＡＢ・ANSI�

未 定�２００３年取得予定�

前年度監査結果�

�

統括責任者が主任環境管理監査者を指名�・・・�

・・・�

・・・�

監査計画�

システム変更点�

前年度監査以降の変化�

環境側面の変化�

統括責任者が方針・目標などを見直し�

是正・結果報告�

環境管理監査者�
リフレッシュ教育�

�

監査計画に基づき環境管理監査者全員が�
事前スタディ�
�

内部環境監査�

監査報告�

① 環境管理責任者対象�

② 各部門幹部社員対象�

③ 環境関連施設管理者対象�

 ： 約１４０項目�

 ： 約  ７０項目�

 ： 約  ３０項目�

チェックリストによる全部門監査の実施�

是正件数�指摘件数�

４３件�４３件�監査者�主任監査者�

３３名�１１名�

内部監査�

　内部監査では、前年度監査で指摘を受けた「監査や教育に部署
別の配慮」を実施。具体的には監査チェックリストに部署別の特
有項目を設け、主任監査者の了解を得ました。�
　また、環境マネジメントの成果が鉛フリーはんだの実用化など
製品環境対策に及び始めた点について向上評価を得ました。�

【２００１年度内部環境監査結果】�

基本理念・方針�
富士通テン地球環境憲章�

�

経営層による見直し�
経営会議�

地球環境委員会�
�

計画･目標�
富士通テン環境行動計画�

�

点検･是正�
方針点検・内部監査制度�

�

実施・運用�
環境マネジメントシステム�

�

企画管理本部�

品質保証本部�

環境監査チーム� 地球環境部�

�

営業本部�

調達本部�

技術管理部･技術情報システム部�

生産本部�

経営会議� 担当役員 ： 糸嶺直樹�

グリーン調達�

製品環境情報システム運用･インフラ整備�

包装減量化･物流効率化･生産技術開発�

法務･広報･教育･社会貢献�

サービス部:部品再使用�

顧客要求事項調査･伝達�

工場環境分科会� グリーン製品分科会�

製品環境アセスメント･グリーン製品開発�

地球環境委員会�

省エネ･廃棄物削減･化学物質排出削減�

拠点連携会議�

�

課題別推進会議�

国内グループ環境連絡会議�

海外グループ環境連絡会議�

グリーン製品開発推進会議�

製品環境アセスメント推進会議�

鉛フリー推進会議�

六価クロムフリー推進会議�

指摘件数と是正状況�

国内グループの監査者数�

Ｉ
Ｔ
Ｓ
事
業
推
進
本
部�

モ
ー
ト
ロ
ニ
ク
ス
本
部�

Ａ
Ｖ
Ｃ
本
部�

本
社
工
場�

中
津
川
工
場�

栃
木
富
士
通
テ
ン�

Ｆ
Ｔ
Ｃ
Ａ（
ア
メ
リ
カ
）�

Ｆ
Ｔ
ｄ
Ｍ（
メ
キ
シ
コ
）�

Ｆ
Ｔ
Ｃ
Ｐ（
フ
ィ
リ
ピ
ン
）�

天
津
富
士
通
天（
中
国
）�

Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｌ（
タ
イ
）�
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7. 環境教育�

特別教育の実施結果�

訓練実施状況（模擬対処訓練）�

実施回数� 延べ参加人数�工場名�

１回�

１回�

８回�

１４名�

９９名�

４１名�

本社工場�

中津川工場�

栃木富士通テン�

　社内教育プログラムに「環境管理」を取り上げ、各階層別に環境教育を実施しています。特に、環境管理業務

に直接携わる環境管理責任者、環境保全推進員や環境管理監査者および環境有意作業者に対しては、必要な知

識・技術を身につけてもらうため特別教育（新任研修またはリフレッシュ教育）を行っています。�

　２００１年度の特別教育の実施結果は下表の通りでした。�

11. グリーン調達�
　富士通テングループでは、従来から取引先と連携した環境マネジメントを推進してきました。�

　２００１年９月には、環境経営の最重要課題である「グリーン製品開発」を促進するため、グリーン調達の考え方

や目標、取引先や調達する部品・原材料・副資材への環境配慮要求事項をまとめた「富士通テン グリーン調達

ガイドライン」を制定し、取引先約２７０社に配布しました。�

　今後は、「グリーン調達ガイドライン」に基づいて、環境に配慮された「グリーン部材」の調達を増やし、２００３

年度末までに「グリーン調達率９９％以上（金額ベース）」の達成を目指して、活動を進めます。�

　また、２００１年度から、当社のグリーン製品開発および工場の環境
負荷低減にご協力いただいた取引先の活動を対象に、優秀事例を
選考して表彰する「環境貢献賞」を新設しました。�

8. 緊急時の対策訓練�
　１９９５年１月の阪神大震災以来、緊急事態への備えとして毎年続けている化学物質の漏洩事故（貯蔵施設付近）

を想定した模擬対処訓練のほか、化学物質の使用職場では、作業中に溢した場合の処置訓練、常備している処置

用具の点検を定期的に実施しています。�

　なお、２００１年度に緊急事態の発生はありませんでした。�

9. グリーン購入�
　事務用品や蛍光灯などについて、グリーン購入を進めています。２００１年度は新たにグリーン製品約９０品種を

定型購入品に指定し、定型品カタログに掲載して優先的に購入するようにしました。�

　これにより、約１９０品種（定型購入品全体の６８％）がグリーン製品となり、残る９０品種についても、グリーン購

入基準を満たしている商品を調査し、グリーン購入化を進めます。�

10. 関連企業・取引先との連携�
　環境への負荷を極力少なくし、資源・エネルギーの循環的利用を促進するためには、自らの事業エリア内の取

り組みのみならず、部品・原材料やサービスの取引先（上流側）、当社製品の納入先（下流側）並びに富士通グル

ープなどの関連企業と連携した効率のよい取り組みが不可欠と考えています。�

評価項目と配点 

評価項目� 評価項目�配点� 配点�分 類�

環境に関する方針�

環境影響評価と環境関連法�

環境保全活動の計画�

環境マネジメントに関する組織・体制�

環境保全に関する教育啓発活動��

省エネ・省資源活動��

廃棄物減量化・リサイクル活動�

環境負荷物質の使用削減活動�

利害関係者とのコミュニケーション��

環境マネジメントシステムの文書化と文書管理��

緊急事態への準備��

点検および是正�

経営層による見直し�

環境負荷開示への取り組み�

社会貢献・地域活動への取り組み�

１２�

１２�

１２�

１２�

４�

４�

４�

４�

４�

４�

４�

１２�

４�

４�

４�
パフォーマンス�
評価(２０点)

環境マネジメント�
システム評価(８０点)

環境マネジメントシステム評価 ： ８０点満点�

■ 取引先環境側面評価結果（評価対象 ： ２９１事業者）�

パフォーマンス評価を加えた総合評価 ： １００点満点�

特別教育� 階層別研修�

環境管理責任者研修�

�
環境管理監査者教育�

環境保全推進員教育�

環境有意作業者教育�

リフレッシュ教育�

新任幹部社員研修�

職長/班長研修��

新入社員研修�

教育名�

幹部社員�

幹部社員�

専門職�

延べ人員�

延べ人員�

受講者数�

４名�

２４名�

２０名�

９８名�

１８,１９０名�

幹部社員�

中堅社員�

新入社員�

受講者数�

３０名�

－ 名�

８３名�

環境教育�

グリーン調達ガイドライン�

模擬対処訓練（危険物倉庫前）�

２００１年度目標　７５％以上�

２００１年度実績　７９％ （目標達成）�

グリーン調達率�

【グリーン調達の定義】�

 環境保全面で配慮（省エネ・省資源、リサイクルの容易さなど）されたグリーン部材の調達�

【グリーン部材の定義】�

 ・ＩＳＯ１４００１等の認証を取得、またはそれに準拠した環境保全活動に取り組んでいる企業�

   から調達している部品、原材料、副資材�

 ・当社の規定する使用禁止物質を含まない部品、原材料、副資材�

１．環境マネジメントシステムの確立�

   ２００３年度末までにＩＳＯ１４００１の取得、あるいはこれに準拠した環境マネジメントシステムの構築�

２．当社「行動指針」にマッチした環境保全活動の推進�

  ・環境負荷物質の管理とリスク低減�

  ・小型二次電池を使用している製品への表示�

・省エネルギー、省資源�

・再資源化への配慮�

・包装材への配慮�

・鉛フリーへの対応�

８０点� ７９～７０点� ６９～６０点� ４９点～�５９～５０点� １００点�９９～９０点� ８０点� ７９～７０点�６９～６０点�５９～５０点�４９点～�

１２％�
（３５）�

３７％�
（１０８）�

２３％�
（６８）�

７％�
（１９）�

９％�
（２５）�

２３％�
（６６）�

２５％�
（７２）�

１４％�
（４０）�

９％�
（２５）�

４％�
（１３）�

１６％�
（５０）�

２１％�
（６１）�

（　）内は事業所数� （　）内は事業所数�

■ 環境貢献賞�

２００１年度 表彰実績   1社��

「モータからのカドミウム全廃」に対して�

関連企業�

富士通「関係会社環境会議」�

富士通グループ環境会計�

課題別委員会・富士通環境ソリューションフォーラム�

トヨタ「仕入先環境連絡会」ＷＧ活動�

鉛フリーはんだ共同研究�

グリーン調達ガイドライン�

要求事項の伝達�

取引先環境評価�

製品環境アセスメント実施基準�

富士通テン グリーン調達ガイドライン�

取引先分科会活動�

容器包装リユース協力�

ＩＳＯ認証取得支援�

環境提案制度�

環境表彰制度(貢献賞)

富士通テン� 取引先�

富
士
通
テ
ン
環
境
行
動
計
画�
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環境マネジメント�



1. 情報開示・広報�
　富士通テングループでは、環境情報の開示を、企業が果たすべき社会的説明責任の最も重要な要素の一つと

考え、環境報告書などを通じて、当社の環境情報をご紹介しています。�

　併わせて、当社従業員に対しても、環境保全活動の重要性や全員参加の活動であることを理解してもらうため、

啓発活動の一環として社内報やイントラネットを通じて環境情報の開示を行っています。�

2. 社会貢献活動�
　富士通テングループでは、サイト内での環境保全活動とともに、地域の皆さんとパートナーシップを築きなが

ら資源循環型社会の構築にも積極的に取り組んでいます。�

名   称� 参加者� 実施月�工場名�

砂浜クリーン作戦 （須磨海岸）��

工場周辺美化活動 （工場周辺）��

六甲山クリーンハイキング （六甲山）��

工場周辺美化活動 （工場周辺）��

工場周辺美化活動 （工場周辺）��

　　　同上　　　 （   同上   ）�

約 １００名��

約   ６０名��

約 １００名��

約 ３００名��

約   ３０名��

約 ２００名�

５月�

６月�

１１月�

１１月�

６月�

１０月�

本社工場�

�

中津川工場�

�
栃木富士通テン�

　２０００年度より、当社の環境活動を取りまとめた「環境報告書」を
年１回発行し、当社の関連企業や取引先に配布しているほか、工場
見学者や一般の方からの要求にも応じて配布しています。�
　また、「環境報告書」は冊子での配布のほか、当社ホームページ
でも公開しています。�
　なお、富士通テングループでは、一方通行の情報開示ではなく、
みなさまとのコミュニケーションを積極的に図りたいと考えており
ますので、富士通テングループの環境活動に関するご意見、環境報
告書のご感想などを、是非お寄せください。�

■ 環境報告書（本書）�
　周辺地域および通勤路の清掃活動を通じ、多くの従業員が地域の
皆さんと協働しています。２００１年度の活動実績は下表のとおりです。�

■ クリーン作戦�

　阪神淡路大震災の教訓を活かし、本社工場の立地する区域内の
住民組織である「防災福祉コミュニティ」と、当社を含む区域内の企
業・病院との間で、災害時における避難場所や、資機材・人材の提供、
救援物資の配布などに関する協定を締結し、災害時の協力体制を確
立しています。�

■ 防災福祉コミュニティへの参画（本社工場）�

　会社と労働組合の共同出資により、「富士通テン社会貢献基金」
を設立し、その基金をもとに社会福祉施設への寄付や文化体育部
による福祉施設慰問などの支援を行っています。�
　そのほか、ボランティアグループ「音工房（おとこうぼう）」による
「愛の輪ふれあいコンサート」の支援や社内外でのチャリティコン
サートの開催、および「ふれあい工房」による、社員を対象にした車
イス体験会などの活動も行っています。�
　また、中津川工場では年1回「チャリティ講演会」を開催し、そ
の収益を毎年、中津川社会福祉協議会を通じて福祉施設に寄付し
ています。�

■ 富士通テン社会貢献基金�

　富士通グループの一員として、海外での植林活動（富士通グルー
プ・マレーシア エコ・フォーレストパーク＊）に協賛しています。��
　２００２年１月には、日本からのボランティア参加者３０名を含む約
２８０名が参加して、マレーシア サバ州の約７ヘクタールの土地に
２,０００本余りのフタバガキや果樹などの植林を行いました。�

＊「富士通グループ・マレーシア エコ・フォーレストパーク」��
  富士通および富士通グループ、富士通労働組合が推進母体となり、各種団体、在コタキナ
バル日本国総領事館の後援を受け、マレーシアのサバ州 エコ・フォレストパーク内に２００２
年から３年かけて植林を行うもの�

■ 富士通グループ植林活動�

　２０００年２月から、イントラネット内に地球環境部ホームページを
開設し、トピックスやイベントなどの一般情報や、グリーン製品開発
などに関する専門情報を提供しています。�
　また、各部門の環境負荷実績の入力、および集計などの作業をイ
ントラネット上で行えるよう、整備を進めています。�

■ 社内向け環境ホームページ�

　環境省主唱による環境月間（毎年６月）には多数の従業員が参加
して、さまざまな行事を行っています。�

■ 環境月間�

　環境に関する取り組みや、家庭における環境配慮のヒントなどを
周知するための社内広報誌「みんなの地球」を年１０回発行し、イン
トラネット上で提供しています。�

■ 社内向け広報紙「みんなの地球」�

■ 社外広報実績�

■ 自動車技術展出展�

ご意見、ご感想などは当社ホームページの下記URLへ��

http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/２００２�

ミニ環境展�

２００１年度の実施内容�

地球環境委員長メッセージ放送�

社内ミニ環境展の開催�

通勤路の美化清掃�

環境標語募集�

環境フォトコンテスト募集など�

ホームページ�

工場周辺美化活動（本社工場）�

車イス体験会�

（中津川工場）� （栃木富士通テン）�

２００１年 ５月�
７月�
１０月�

環境ラベル導入�
２０００年度環境会計および環境報告書発行�
「富士通テン グリーン調達ガイドライン」を発行�
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　各国内工場では、環境行動計画の達成に向けて共通の取り組み「廃棄物ゼロエミッション」「有害物質排出削

減対策」、「地球温暖化対策」を進めています。また、タイを除く海外工場についても、各国の実状に合わせた目

標を設定して環境負荷の低減に取り組んでいます。�

　２００２年度からは、富士通テングループ全体の環境負荷データを集約し、行動目標を策定して低減活動に取り

組みます。�
※本項のデータは、すべて国内工場連結のものです。��
　国内の工場別データについてはP２５～２７に、それ以外の拠点別データ（参考データ）はP２８に、それぞれ掲載しています。�

事務処理のペーパーレス化実績�

実施内容�取り組み部署�

企画管理部門�

調達部門�

環境管理部門�

２００１年度目標　９９年度比 ２０％以上削減�

２００１年度実績　９９年度比 ２５％ （目標達成）�

■ 生ゴミの肥料化�

　２００５年度末までに国内すべての工場でゼロエミッション（廃棄物の１００%有効利用による埋立、単純焼却ゼロ）

達成をめざして、廃棄物（廃製品・廃部品、廃酸、廃アルカリ等）の減量化および再資源化に取り組んでいます。本

社工場と中津川工場では２００２年度にゼロエミッション達成をめざしています。�

　２００１年度は、本社工場の社員食堂から出る生ゴミの肥料化や、中津川工場で発生する浄化槽汚泥のリサイク

ルなどに取り組んだ結果、再資源化率が９４％となり、目標の再資源化率８９％以上を達成しました。しかしながら、

生産増および海外から納入される部品の包装廃棄物（木製パレットやダンボールで、すべてマテリアルリサイク

ルしています）が増加したことにより、総発生量は１,３９６ｔと、２０００年度に比べて約1割増加しました。��

　増加要因となった部品の包装廃棄物については、出荷編成の方法、納入荷姿など納入形態を変更し、２００１年

１１月以降の発生を抑制しましたが、包装廃棄物は部品の海外調達の拡大に伴って今後も増加することが予測さ

れるため、海外拠点や仕入先との連携を強化して減量化に取り組みます。�

■ その他の実施事項�

・コピー機への裏紙トレイの設定による裏紙使用の推進�
・両面コピーや縮小コピーの推進など、コピー方法の工夫に関する�
  啓発活動 �
・図面発行枚数の見直し�

■ その他の実施事項�

・医療廃棄物（注射針など）のマテリアルリサイクル化（溶解し、金属回収）��
・大型廃プラの解体・分別によるリサイクル（栃木富士通テン）  など�

■ 廃棄物業者の監査�

　２００１年４月に施行された改正廃掃法では、廃棄物の適正処理に関
する規定が強化されました。�
　当社では、マニフェスト制度を確実に運用すると同時に、廃棄物が
適正に処理されているかを確認するため、廃棄物処理業者（収集運
搬・中間処理・最終処分）は年1回、リサイクル業者は３年に１回、そ
れぞれ書類監査および現地監査を実施しています。�
　また、富士通グループの代表監査制度＊に参加し、監査の効率化を
図っています。�
　２００１年度は３０社（うち代表監査制度によるもの５社）を対象に監
査を実施した結果、書類監査・現地監査ともに、改善が必要となる処
理業者はありませんでした。�
＊代表監査制度：富士通グループ内の複数の工場・事業所が同じ処理業者に委託している�
　場合、代表事業所が監査を行い、監査結果を水平展開する制度�

1. 廃棄物減量化対策�

　廃棄物（紙ゴミ）の総量削減、森林資源保護などのため、２００２年度末までに１９９９年度比３０％の

削減をめざして、ペーパーレス活動を推進しています。�

　電子メールでの文書配信や図面（製品仕様書）の配布方法をペーパーからイントラネット掲載に

変更するなどの対策により、２００１年度の１９９９年度に対する削減率は２５％となって、目標を達成しま

した。また、国内のすべての工場で部門ごとに購入予算枚数を決めて、コピー用紙の発注管理を徹

底しています。�

2. 用紙購入量削減対策�

２００１年度目標　廃棄物再資源化率 ８９％以上�

２００１年度実績　廃棄物再資源化率 ９４％ （目標達成）�

生ゴミ処理機�

　本社工場では、２００１年４月から生ゴミ処理機が本格的に運転を開
始し、毎日１００kg発生する社員食堂の生ゴミの肥料化を行っています。�
　肥料は社内の希望者への無償配布のほか、処理機メーカーに製
品出荷時の担体（菌の住みか）として利用してもらうなど有効活用
しています。�
　なお、中津川工場では、
微生物によって生ゴミを
水とメタンガスに分解す
る消滅槽を導入してい
ます。また、栃木富士通
テンの生ゴミは、近隣の
富士通（株）小山工場の
協力を得て同工場に持
ち込み、生ゴミ処理機に
よって肥料化しています。�

経費予算申請システム    稟議申請システム�
出張申請／旅費精算システム    購入依頼システム�
コストダウン入力システム    会議室予約システム�

発注システム�

内部環境監査指摘事項是正フォローシステム�
環境負荷要素調査システム�
化学製品新規登録申請･使用部門登録申請･保管施設登録申請の電子シート化�
ＰＲＴＲ対象物質使用量調査/集計システム�

ＰＲＴＲ対象物質使用量調査/集計システム画面�
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環境負荷低減の取り組み�

廃棄物の発生と再資源化�

１,４００�

１,２００�

１,０００�

８００�

６００�

４００�

２００�

０�

１００�

８０�

６０�

４０�

２０�

０�
９５�

１,１７８�

５７１� ５６５�
６３６�

７７２�

９８５�

１,１０５�

１,３１２�１,１２５�
１,０５５� １,０８０�

１,２１１�
１,２６０�

１,３９６�

９６� ９７� ９８� ９９� ００� ２００１�（年度）�

（％）�（ｔ）�

■ 最終処分量�
-●- 再資源化率�

■ 廃棄物総発生量�
■ 再資源化量�

６０７�
５６０�

４１９�

３０８�
２２６�

１５５�
８４�

４８� ５０�

６０�

７１�

８１�

８８�

９４�

本社工場 ８５％�
�

中津川工場 ７％�

栃木富士通テン ８％�
�

最終処分量�
８４ｔ�

１１％�

■ 金属くず�
■ 汚泥�
■ ガラス・陶磁器くず�
■ その他＊�

８１％�

４％�
�

４％�
�

２００１年度 廃棄物種類別構成比�

２００１年度 工場別構成比�

※９９、００年度の実績について、２００１年度
環境報告書のデータ�
（９９年度：７５．１ｔ  ００年度：５６．９ｔ）に誤りが
あったため訂正しました。�

用紙購入量の推移�

80�

60�

40�

20�

0

７７.８�

６４.２�
５８.３�

９９� ００� ２００１�（年度）�

（t）�

本社工場 ８５％�
�

中津川工場 ７％�

栃木富士通テン ８％�
�

２００１年度 工場別構成比�

マテリアル�
リサイクル�
６２％�

サーマル�
リサイクル�
３２％�

２００１年度 処分方法別構成比� 廃棄処分 ６％�

＊その他：廃酸・廃アルカリ・木くず・紙くずなど�



４４�

５０�

４０�

３０�

２０�

１０�

０�

１２０�

１００�

８０�

６０�

４０�

２０�

０�
９５�

１１５�

１０１�

５８�
４４�

３５�
２４�

１９�

７�
１５�
７� ７�

１８�

１２�

３８�
３５�

３１�

２２�

１２�

１９�

４３�

３４�

９６� ９７� ９８� ９９� ００� ２００１�（年度）� ９５� ９６� ９７� ９８� ９９� ００� ２００１�（年度）�

（ｋｇ/億円）�（ｔ）�

100�

80�

60�

40�

20�

０�

７１�

５７�

４７� ４６�

（ｔ）�

８９� ８９�

本社工場�
１７％�

中津川工場�
６６％�

栃木�
富士通テン�
１７％�

本社工場�
１８％�

中津川工場�
７５％�

栃木�
富士通テン�
７％�

　ＰＲＴＲ法では２００１年度は第１種指定化学物質取扱量が５ｔ以上の
ものを行政への報告対象としており、富士通テングループでは「鉛」
「キシレン」がこれに該当するため、報告を行いました。�

■ 環境汚染物質排出・移動登録制度への取り組み（PRTR）�
�

　富士通テングループ各社には、事業に関わる工程排水はありませ
ん。また、生活排水については下水道排水溝、浄化槽排水溝で法定
水質測定を行うほか、雨水排水溝についても自主的な水質測定を
実施しています。�
　２００１年度は、法や条例の規制値を超えた項目はありませんでし
たが、栃木富士通テンにおいてｐＨ値が自主管理基準を超えたため、
手洗い用の洗剤をより中性に近いタイプに変更する対策を行いまし
た。（詳しいデータは２５～２７ページを参照してください）�
�

■ 水質汚染対策�

　２００１年度は、本社工場で過去の使用物質である１．１．１-トリクロロ
エタン、トリクロロエチレンの使用経歴のある建物の撤去工事があり、
撤去後の敷地について社内規定に基づく土壌調査を実施し、土壌汚
染のないことを確認しました。�
　これにより、既に土壌汚染のないことを確認済みの中津川工場、
栃木富士通テンに続いて、本社工場でも敷地内の過去の使用物質
に関する使用経歴のある場所での土壌調査は完了しました。�
�

■ 土壌･地下水汚染対策�

　水質と同様に、大気・騒音についても自主管理基準を設けて定期
的な測定を実施しています。２００１年度は法や条例の規制値および
自主基準を超えた項目はありませんでした。（詳しいデータは２５～
２７ページを参照してください）�

■ 大気汚染・騒音対策�
�

２００１年度 ＰＲＴＲ結果　※対象範囲：取扱量が０．１ｔ以上の第一種指定化学物質��
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有害物使用量と原単位の推移�

�

ＩＰＡ（イソプロピルアルコール）使用量の推移�
�

２００１年度 工場別構成比� ２００１年度 工場別構成比�

�

�

■ 鉛�
■ トルエン・キシレン�
-●- 原単位�

　ＰＲＴＲ＊１の対象物質のうち使用量の多い鉛、トルエン、キシレンおよびＶＯＣ＊２のなかで使用量の多いIPA（イ

ソプロピルアルコール）について削減に取り組んでいます。�

＊１ ： ＰＲＴＲ（Pollutant Release and Transfer Register環境汚染物質排出・移動登録制度）�
有害性のある化学物質が環境中へ排出する量と、廃棄物や製品に含まれて事業所の外に移動する量を集計し、公表する仕組みで、�
日本ではPRTR法が２００１年３月から施行されています。 ��

＊２ ： ＶＯＣ（Volatile　Organic　Compounds　揮発性有機化合物）�
常温で揮発し、大気に拡散した有機化合物が光化学オキシダントを生成して森林を破壊したり、発ガン性、環境ホルモンなどの�
有害化学物質として環境を汚染し、生態系への影響が懸念されている。�
�

3. 有害物使用削減対策�
�

　２００１年度も引き続き製造ラインの統合や製品混流化によるはんだ消費量の抑制、ならびに設計改善による

はんだ使用量の削減に取り組み、維持目標（１９９５年度比２１%未満）を達成しました。�

　トルエン、キシレンについては、自動車用電子機器の耐湿性を向上させるため、プリント基板をコーティング

する際の溶剤として使用してきたものですが、大部分ははんだ付けに使用するフラックスに防湿性を持たせた

材料に変更することでコーティングレス化しました。�

　現在はエアバッグ制御コンピュータなど、一部の高い防湿性能が要求される製品に用途が残っていますが、

代替溶剤はまだ検討の段階です。�

　２００２年度に策定予定の第４期環境行動計画では、鉛フリーはんだ展開計画を反映させて、維持目標から削減

目標に切り替える方針です。�

（単位：ｋｇ）�

�

　従来から使用されている鉛入りはんだ（鉛含有率約３７％）に代わ
る、鉛フリーはんだの材料開発・工法開発を進め、２００２年度発売の
ＤＶＤナビゲーションのメイン基板に初めて鉛フリーはんだを使用
することになりました。（詳しくは２２ページを参照してください）�
　また、はんだそのものの使用量を削減するため、設計段階からプ
リント基板の小型化やＳＭＤ化（表面実装化）を進めています。�
�

■ はんだ（鉛）使用量の削減対策�
� 　従来から使用されているIPAは、はんだ付け装置の基板搬送に用

いる爪の洗浄に使用していますが、はんだと同様に製造ラインの統
合や製品混流化による使用削減のほか、機械洗浄の間欠化や更に
機械洗浄を中止して定期点検整備時の拭き取りへと自主取り組み
を強化しています。�

■ ＩＰＡ使用量の削減対策�
�

２００１年度目標　ＰＲＴＲ対象物質使用量を生産高原単位で１９９５年度比２１％に抑制する�

�２００１年度実績　１９９５年度比 １６％ （目標達成）�

土壌調査�
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5. 物流車両・社有車の温暖化対策�
�

冷却塔� 熱交換器�

　地球温暖化の原因となるＣＯ２の排出量を削減するため、省エネ設備の導入や節電の徹底はもちろん、生産・

物流の効率化や事務の効率化などの省エネルギー活動に取り組んでいます。��

�

　２００１年度は、動力にＣＯ２排出係数の大きい「Ａ重油」を使用して
いる中津川工場で低温外気利用による冷房補助設備を導入したこと、
同工場の生産が減少したことなどにより、生産高あたりのＣＯ２排出
量の２００２年度目標（１９９０年度比１０８%に抑制）を達成しました。��
　しかしながら、国内工場全体のエネルギー使用量は、本社工場お
よび栃木富士通テンの生産増により増加しており、これまでに実施

してきたインバータ制御の導入や空調方式の改善、節電の徹底など
の対策だけでは生産増に伴うエネルギー使用量の増加を抑制しき
れないのが現状です。�
　このため、２００２年度は、グリーン電力の購入や海外も含めた排出
権取引制度の活用など、新たなＣＯ２排出削減対策の検討に着手し
ます。�
�

■ 工場での省エネルギーの取り組み ��

�

　本社工場では、冷温水発生機の更新にあたって省エネタイプの設
備を導入し、都市ガスの使用量を電力換算で年間約９０MWh削減し
ました。従来の機器は、容量５００冷凍トンの冷温水発生機が１基だっ
たため、負荷が少ない場合でも都市ガス使用量の削減には限界が
ありました。��

　今回導入した設備は６００冷凍トンの冷温水発生機の内部で、３００
冷凍トン×２基に分割された台数制御方式を採用し、負荷の少ない
場合には１基を停止させて効率的な運転を行うことにより、都市ガ
ス使用量の低減を図っています。�
�

■ 冷温水発生機更新による効率化�

　中津川工場の生産フロアーの一部では、生産設備から発生する
熱で室温が高くなるため、冬期でも冷房運転を行っています。この
冷房負荷を抑えるため、外気温度の低い地域性を活かして低温外
気を活用した冷房熱源補助設備を導入し、省エネルギーを図りまし
た。（電力換算で約３０６MWh/年の削減）�

■ 低温外気利用による冷房補助設備の導入（フリークーリングシステム）�

エネルギー使用量の推移（電力換算）�

�

生産高当たりのＣＯ２排出量と原単位の推移（エネルギーのみ）�

２００１年度 種類別構成比�

�

２００１年度 工場別構成比�

�

低公害車保有台数の推移�
�
�冷温水発生機の概要�

フリークーリングシステムの概要�
�

　栃木富士通テンで使用している恒温槽（熱耐久試験機）は、高温
使用時にも不要な低温用コンプレッサが作動していました。そこで、
恒温槽の改造を行い、低温用コンプレッサの電源を強制的に切断す
るようにしました。�
�

　従来に引き続き、荷姿変更や調達物流（部品のルート納入）及び車両入れ替え等による輸送効率の改善に取り

組んだ結果、２００１年度は燃費指数距離＊を１９９９年度比で約１７７．５ｋｍ（約５％）短縮しました。�

　また、アイドリングストップの励行や定期メンテナンスの徹底、および低公害車の導入を進めています。�

＊燃費指数距離 ： 走行距離×燃費指数（当社従来の実測値：４ｔ車を「１」とすると、１１ｔ車は「１．３５」）×台数�

�

�

■ 恒温槽の改造�

�

・生産ラインの統廃合による設備消費電力のロス削減�
・冷暖房基準温度の見直し　冷房：２６℃→２７℃�
　　　　　　　　　　　　 暖房：１９℃→１８℃�
・室温設定や不要電源の切断についての巡回指導�
・社内報による従業員の啓発�
�

■ その他の実施事項�

恒温槽の改造（①を移動、②を切断する）�

�

■ エネルギー使用量�
-●- 生産高�

■ 社有車�
■ 低公害車（内数）�

【従来】�
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4. 地球温暖化対策�
�

冷却塔�
�

２００１年度目標　ＣＯ２排出量を生産高原単位で９０年度実績の１０８％に抑制�

�２００１年度実績　９０年度実績の９１．７％ （目標達成）�

低負荷時停止�
�

※電力のCO２換算値については、電気事業連合会の換算係数を使用しています。�
　なお、２０００年度以降の係数は提供されていないため、１９９９年度の係数を使用しています。�
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冷却水配管（冷温水発生機にて発生する排熱処理）�
�



1. グリーン製品開発� 2. 鉛フリーはんだ使用製品�

グリーン製品の開発コンセプトとアセスメントの評価項目�

製品環境マネジメントシステム�

鉛フリーはんだ展開計画�

評価項目（全２０項目）�コンセプト�

小型化、軽量化など３項目�

車体からの取り外し性、再生樹脂の使用など５項目�

カドミウムの全廃、鉛フリーはんだの適用など８項目�

加工工数の低減など２項目�

開発工数の低減など２項目�

製品の省エネ・省資源�

製品のリサイクル�

製品への有害物質不使用�

製造工程の省エネ・省資源、有害物質不使用�

設計の省エネ・省資源�

２００２年度� ２００３年度� ２００４年度� ２００５年度� ２００６年度�

市販向け製品�

自動車メーカ向け製品�

　製品ごとに設計段階からアセスメントを実施し、一定の基準をク
リアしたもののみが製品化される「しくみ」を１９９５年度に確立しま
した。更に、２００１年度にはグリーン製品開発の活性化と市場でのグ
リーン購入の促進を図るため、「環境ラベル」の表示制度を導入し
ました。�
　製品環境アセスメントで一定の基準より更に高いレベルをクリア
し、特に省エネ・省資源、有害物質排除等で顕著な改善を実現した
製品を「グリーン製品」と認定し、カタログやパッケージ等に「環境
ラベル」を表示します。「環境ラベル」は、グリーン製品のシンボル
マークと製品の環境特性を組み合わせたものです。�
　２００１年度には、ＡＶＮ５５０１ＤとＡＶＮ５５０１Ｄ／Ｗを「環境ラベル」
適合第1号製品として市場投入しました。�

　ＰＤＭシステム＊と連携した製品環境マネジメントシステムを

構築し、グリーン製品の開発支援ツールとして約８００名の設計者

が利用しています。�

　今後は、さらにバージョンアップし、自動車メーカに定量的な

製品環境情報をタイムリーに提供するためのシステムとしてい

きます。�

＊ＰＤＭ［Product Data Management］システム ： 製品情報管理システム�
  図面、部品表や仕様書など製品に関する技術情報のデータを管理するシステム�

■「環境ラベル」の導入�

　鉛は体内に入り蓄積すると神経障害などを引き起こす物質で、欧
州を始め規制化が進んでいます。当社では１９９５年より鉛フリーはん
だの開発に取り組み、車載という厳しい環境の中で製品の信頼性を
確保すべく材料開発、工法開発を進めてまいりましたが、２００２年発
売のＤＶＤナビゲーション内蔵ＡＶ一体機ＥＣＬＩＰＳＥ「ＡＶＮ３３０２Ｄ」
のメイン基板に、初めて鉛フリーはんだを使用することになりました。�

　今後２００３年度末までに富士通テングループで製造する市販新製
品のプリント基板はすべて鉛フリーはんだを使用したものに切り替
えます。その後、自動車メーカに納入する製品についても鉛フリー
はんだの使用を順次拡大するとともに鉛の使用されていない部品
の採用を進め、２００５年度末には当社新製品すべてを鉛フリーにする
計画です。�

■ 鉛フリーはんだの開発と計画�

３デッキＡＶＮ一体機（ＡＶＮ５５０１Ｄ）�

ＤＶＤナビゲーション内蔵ＡＶ一体機 ＥＣＬＩＰＳＥ「ＡＶＮ３３０２Ｄ」� 鉛フリーはんだを使用したメイン基板�

2001版より�

環境ラベル�
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全新機種対応�

全新機種対応�

グリーン製品開発�
�

製品企画・設計�

製品環境アセスメント�

合格� 認定�

量   産   化�
�

部品・材料の�
環境情報を収集�

評価結果に対する�
マネジメント�

�
�

評価結果の集計・�
フィードバック�
�

アセスメントチェックリスト�
�アセスメント実施管理�
�

有益関連情報の提供�
（お客様の要求、規制動向、ノウハウ等）�
�
�

製品環境情報を電子データで提供�

（グリーン製品）�

�

ＰＤＭシステム�
�

製品環境アセスメント�
情報システム�

（データベース）�
�

お客様への環境負荷情報提供�
�

製品名�

� ユニット�

アセス実施�
（未/済）�

�
有無� 物質名� 量�

部 品�

部 品�

部 品�

部 品�

未�

済�

済�

済�

有�

無�

有�

カドミ�

水銀�

2ｍｇ�

6ｍｇ�

２００１年度までの取り組み� 今後の取り組み�

仕入先部品メーカ�

納入先自動車メーカ�

部品の材料情報提供�

有害物情報開示�

リサイクル可能率開示�

自動車輸出国の廃車規制に対応�



従 来 品� 開 発 品�工場名�

１１０×１１５×４０�

３７０ ｇ�

１６２点�

六価クロム含有の�
底板を使用�

９１×１００.７×４０��

２８８ ｇ�

１１６点�

六価クロムフリーの�
底板を使用�

削減率�

２８％�

２２％�

２８％�

－�

サイズ�

重  量�

部品点数�

六価クロム�

　古紙とＰＰ（ポリプロピレン）を配合した材料を使ったスピーカフレームを開発中

です。この材料は古紙を５１％以上配合したものです。（参考：容器包装リサイクル

法では「紙」に分類されます。）�

　紙製スピーカフレームの実用化は、古紙の有効活用というだけでなく、廃棄後に

シュレッダーダストとして埋め立て処分される際の環境負荷低減に貢献できると考

えています。�

　まず、埋め立て処分するシュレッダーダストは容積を小さくするために粉砕、焼

却処理されるケースが増えていますが、この紙製スピーカフレームでは焼却段階

での有毒ガスの発生がありません。また、金属製のフレームでは錆防止のために施

されたメッキ部分に環境負荷物質（六価クロム）を含むため、埋め立て後に有害物

質が溶け出す心配がありますが、紙製フレームではその心配もいりません。�

　車載用のオーディオ部品として、過酷な環境下での音響性能や強度の確保など

実用化に向けた評価、改善を進めています。�

3. 紙製スピーカフレームの開発�

4. エアバッグ制御コンピュータの小型・軽量化と有害物質低減�
　新規統合ＡSIC＊の開発により、部品点数を削減しました。�

　併わせて省電力化によるコンデンサの削減・放熱板削除、両面実装化により、小型・

軽量化を図りました。�

　また、底板（板金）のクロムフリー化を実現し、環境負荷物質を削減しました。�

　今後はケースの樹脂化と鉛フリー化に取り組みます。�

スピーカ�

エアバッグコンピュータ�

コンデンサ削減（２個→１個）�

従来品� 開発品�

電源トランジスタ表面実装化、放熱板削除�

１１
０
m
m

１０
０
.７
m
m

１１５mm ９１mm

5. 梱包用緩衝材の軽量化�
　当社では従来より製品梱包用の緩衝材として、環境にやさしい紙製の緩衝材（パルプモールド）を使用して

います。�

　２ＤＩＮタイプと新汎用タイプにおいて、さらに改善に取り組み、従来と同等の緩衝能力を維持しつつ、２ピース

構造とするほか、共通化を図りました。これにより、従来に比べ約３０％の軽量化を達成しました。�

6. 「ＴＯＹＯＴＡ ＳＴＯＰ ＡＮＤ ＧＯ ＳＹＳＴＥＭ」制御コンピュータ�
　トヨタ・クラウンコンフォート（タクシー）オートマティック車向け
の「TOYOTA STOP AND GO SYSTEM」用に当社の制御コン
ピュータが採用されました。�
　客待ち等の車両停止中にエンジンを自動停止させ、発進時に再ス
タートを行うシステムで、この車両停止中のエンジン停止により、約
７％の燃費向上が計れます。�

２０９ｇ� ２３３ｇ�

１５４ｇ�

制御コンピュータ�

シフトＤ→Ｎ操作で…�

車両停止中�

シフトＮ→Ｄ操作と、�
ブレーキ操作で…�

発進時�

エンジン�
再スタート�

エンジン�
ストップ�

＊ASIC（Application Specific Integrated Circuits  特定用途向け集積回路）�

従来（３ピース構造）�
新汎用タイプ 

従来（３ピース構造）�
２ＤＩＮサイズ 

改善後（２ピース構造）�
２ＤＩＮサイズ・新汎用共用 

エアキャップ�

エアキャップ�

エアキャップ�緩衝材� 緩衝材�

緩衝材�

ダンボール箱�

製品�

２６％軽量化� ３４％軽量化�

23 24

製品・技術の環境配慮・貢献�



ｐH�

ＢＯＤ（ｍｇ／ｌ）�

ＳＳ（ｍｇ／ｌ）�

ヘキサン抽出・動植（ｍｇ／ｌ）�

ヘキサン抽出・鉱物（ｍｇ／ｌ）�

フェノール類（ｍｇ／ｌ）�

銅及び化合物（ｍｇ／ｌ）�

亜鉛及び化合物（ｍｇ／ｌ）　�

鉄及び化合物（ｍｇ／ｌ）�

マンガン及び化合物（ｍｇ／ｌ）�

クロム及び化合物（ｍｇ／ｌ）�

フッ素化合物（ｍｇ／ｌ）�

５．０～９．０�

２，０００�

２，０００�

１５０�

５�

５�

３�

５�

１０�

―�

―�

８�

５．６～８．６�

１,３４０�

５６０�

１２０�

２�

４�

２．４�

４�

８�

―�

―�

６.４�

８．１�

１５５�

２１０�

１６�

＜１�

＜０.０２�

＜０.０１�

０．０８�

０．１�

―�

―�

０．１�

項　目� 規制値� 自主基準�測定値�

水  質�

ＮＯｘ（ｍｌ／Ｎｍ３）�

ＳＯｘ（Ｎｍ３／ｈ）�

ばいじん（ｍｇ／Ｎｍ３）�

昼間（ｄＢ）�

朝・夕（ｄＢ）�

夜間（ｄＢ）�

昼間（ｄＢ）�

夜間（ｄＢ）�

１５０�

１．２�

５０�

７０�

７０�

６０�

―�

―�

１２０�

―�

１４�

６５�

６５�

５５�

６０�

５５�

５０�

※�

６�

５６�

５８�

４８�

４２�

４１�

項　目� 規制値� 自主基準�測定値�

大  気�

騒  音�

振  動�

排        水 ： 工程からの排水は無く、全て公共下水道に放流�

大　　  気 ： 燃料は都市ガスを使用（※ＳＯｘは測定していません）�

騒音・振動 ： 工業専用地域�

注１）特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載しています。�

　　 マンガン及びクロムは３年連続不検出のため、当社基準に基づき測定を停止しております。�

注２）＜記号のある物質は定量下限値以下（検出されない）でした。�

本社工場（所在地　兵庫県神戸市）�

■ 有害物使用削減対策�

1,825
1,856

6.55

1,588

6.22

1,688

6.54

1,650

4.65

3.61

4.98

3.9
3.451,687

1,795
1,792

項　目� 規制値� 自主基準�測定値�

水  質�

項　目� 規制値� 自主基準�測定値�

大  気�

騒  音�

振  動�

中津川工場（所在地　岐阜県中津川市）�

２００１年度 環境関連法に関するデータ�

１. 本社工場の活動実績�
　本社工場は、兵庫県神戸市の瀬戸内海に面した工業専用地域内にあり、全事業の開発・設計部門を含

む本社事務所とカーＡＶ製品の製造工場を有する敷地面積約４３,５００m２、従業員２,２４８名（２００２年３月末

現在）の工場です。�

ｐＨ　�

ＢＯＤ（ｍｇ／ｌ）�

ＣＯＤ（ｍｇ／ｌ）�

ＳＳ（ｍｇ／ｌ）�

大腸菌群数（個／ｃｍ３）�

窒素（ｍｇ／ｌ）�

リン（ｍｇ／ｌ）�

ヘキサン抽出・動植（ｍｇ／ｌ）�

ヘキサン抽出・鉱物（ｍｇ／ｌ）�

フェノール類（ｍｇ／ｌ）�

銅及び化合物（ｍｇ／ｌ）�

亜鉛及び化合物（ｍｇ／ｌ）　�

鉄及び化合物（ｍｇ／ｌ）�

マンガン及び化合物（ｍｇ／ｌ）�

クロム及び化合物（ｍｇ／ｌ）�

フッ素化合物（ｍｇ／ｌ）�

５．８～８．６�

１６０（１２０）�

１８０（１２０）

２００（１５０）

３,０００�

１２０（６０）�

１６（８）�

３０�

５�

５�

３�

５�

１０�

１０�

２�

８�

６．１～８．３�

５．６�

２４．０�

４．０�

Ｎ.Ｄ.�

２８�

４．４�

２�

２�

０．０５�

０．０４�

０．１８�

０．８�

０．４�

０．２�

０．４�

６.２�

５.１�

１１．０�

３．０�

Ｎ.Ｄ.�

１０�

１．５�

＜１�

＜１�

＜０．０２５

＜０．０１�

０．０９�

０．２�

＜０．１�

＜０．１�

＜０．１�

ＮＯｘ（ｍｌ／Ｎｍ３）�

ＳＯｘ（Ｎｍ３／ｈ）�

ばいじん（ｍｇ／Ｎｍ３）�

昼間（ｄＢ）�

朝・夕（ｄＢ）�

夜間（ｄＢ）�

昼間（ｄＢ）�

夜間（ｄＢ）�

１８０�

１２．２９�

３００�

６０�

５０�

４５�

６０�

５５�

１４４�

０．１６�

１３２�

５７�

４８�

４３�

４８�

４４�

８４�

０．０２�

２２�

５１�

４６�

４２�

４４�

３１�

排        水 ： 工程からの排水は無く、全て公共用水域に放流�

大　　  気 ： 燃料はＡ重油を使用�

騒音・振動 ： 第二種区域�

注１）特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載しています。�

 　　過去３回の測定データに基づき、一部自主基準値を見直しています。�

注２）ND ： 不検出�

注３）＜記号のある物質は定量下限値以下（検出されない）でした。�
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生産高当たりのCO２排出量と原単位の推移�
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■ CO2排出量   �
-●- 生産高当たりのCO2排出量�

■ トルエン、キシレン   ■ 鉛   -●- 原単位�■ 鉛   -●- 原単位�

■ CO2排出量   �
-●- 生産高当たりのCO2排出量�
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廃棄物発生量と再資源化率の推移�

■ 廃棄物減量化対策�

有害物使用量と原単位の推移�

■ 有害物使用削減対策�
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エネルギー使用量の推移�
　　　　　　     　　（電力換算）�
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エネルギー使用量の推移�
　　　　　　     　　（電力換算）�
�
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18,230

17,05017,141
16,14915,618

２００１年度 環境関連法に関するデータ�

2. 中津川工場の活動実績�
　中津川工場は、岐阜県中津川市郊外の住宅、農耕地が混在する地域にあり、敷地面積約３１,０００m２、従

業員５２８名（２００２年３月末現在）の自動車用電子機器専用工場です。�

■ 廃棄物減量化対策�

２００１年度 用水使用量�

� 上水道�

２７,３５０m３�

工業用水�

６０,１４１m３�

循環使用�

０m３�

電 力�

１６,７２２ＭＷｈ�

都市ガス�

６０１ｋm３�

２００１年度 エネルギー種類別使用量�

�

２００１年度 用水使用量�

� 上水道�

３７,５６０m３�

�

地下水�

１,０５７m３�

循環使用�

０m３�

電 力�

１０,４６５ＭＷｈ�

Ａ重油�

６３８ｋＬ�

灯 油�

２ｋＬ�

ＬＰガス�

５ｔ�

２００１年度 エネルギー種類別使用量�

２００１年度 種類別構成比� ２００１年度 用紙購入量�

金属くず�
９６％�

廃アルカリ�
４％�

２００１年度 種類別構成比� ２００１年度 用紙購入量�

紙くず�
１９％�

汚泥４１％�

廃酸４０％�

３．８ｔ�

４９．６ｔ�

25 26

サイトデータ�



4. 販社・海外グループのサイトデータ［参考］�

富士通テン東日本株式会社�

エネルギー使用量�

電力 （MWh）� 都市ガス （Km３）� Ａ重油 （kL）�

１８.０� １.６� ２６.５� ０.３� ４.０� ２９６�

■ 国内販売会社�

■ 海外製造会社�

設立：１９８８年１２月９日　資本金：９千万円　従業員数：１０９名(２００２年３月現在）�

富士通テン中部株式会社�

エネルギー使用量�

電力 （MWh）� 都市ガス （Km３）� Ａ重油 （kL）�

データなし� ０.６� ２９.４� ０.１� ０� ３４２�

設立：１９９４年４月１日　資本金：３千万円　従業員数：３９名(２００２年３月末現在）�

富士通テン西日本株式会社�

エネルギー使用量�

電力 （MWh）� 都市ガス （Km３）� Ａ重油 （kL）�

０.０３� １.９� ２３.２� １.０� ０� １,０２４�

設立：１９９４年４月１日　資本金：８千万円　従業員数：８１名(２００２年３月現在）�

ＦＴＣＡ （FUJITSU TEN CORP. OF AMERICA／アメリカ）�

廃棄物発生量�
（ｔ）�

廃棄物発生量�
（ｔ）�

用紙購入量�
（ｔ）�

用紙購入量�
（ｔ）�

廃棄物発生量�
（ｔ）�

用紙購入量�
（ｔ）�

廃棄物発生量�
（ｔ）�

用紙購入量�
（ｔ）�

エネルギー使用量� 用水使用量�
(m３)

用水使用量�
(m３)

用水使用量�
(m３)

用水使用量�
(m３)

電力（MWh）� ガソリン（kL）� 軽油（kL）�天然ガス（Km３）� LPG（t）� LNG（t）�Ａ重油（kL）�

―� ０.４� ４５０.７� ２１.０� ０�

０� ０�

０� ０�

０�

０� ０�

０�

０� ０� ２０.０� １,４９６.０�

０� ３６８.５� １８.２� ０�

０� ０� ０� ０�

５４４�

設立：１９７６年８月２０日　資本金：１１５０万US$　従業員数：３６７名（２００２年３月末現在）�

ＦＴｄＭ （FUJITSU TEN de MEXICO／メキシコ）�
設立：１９９６年２月１４日　資本金：２６０万ペソ　従業員数：７２１名（２００２年３月末現在）�

ＦＴＣＰ （FUJITSU TEN CORPORATION OF THE PHILIPPINES／フィリピン）�
設立：１９９０年８月１７日　資本金：１３０００万ペソ　従業員数：７１０名（２００２年３月末現在）�

天津富士通天電子有限公司 （中国）�
設立：１９９５年１２月２１日　資本金：８７２万US$　従業員数：１１７９名（２００２年３月末現在）�

FTTL （ＦＵJITSU TEN (THAILAND) COMPANY LIMITED／タイ）�
設立：１９９８年８月１１日　資本金：２億BATH　 従業員数：５５名（２００２年３月末現在）�

廃棄物発生量�
（ｔ）�

用紙購入量�
（ｔ）�

エネルギー使用量� 用水使用量�
(m３)電力（MWh）� ガソリン（kL）� 軽油（kL）�天然ガス（Km３）� LPG（t）� LNG（t）�Ａ重油（kL）�

８３１.０� ２.２� ５３３.９� ０� ０� １３,７３５�

廃棄物発生量�
（ｔ）�

用紙購入量�
（ｔ）�

エネルギー使用量� 用水使用量�
(m３)電力（MWh）� ガソリン（kL）� 軽油（kL）�天然ガス（Km３）� LPG（t）� LNG（t）�Ａ重油（kL）�

１４６.７� ０.２� ６４７.６� ０� ８.０� ２０,９３２�

廃棄物発生量�
（ｔ）�

用紙購入量�
（ｔ）�

エネルギー使用量� 用水使用量�
(m３)電力（MWh）� ガソリン（kL）� 軽油（kL）�天然ガス（Km３）� LPG（t）� LNG（t）�Ａ重油（kL）�

３２.６� ４.８� ４３４.４� ０� ０� ３６,８５２�

廃棄物発生量�
（ｔ）�

用紙購入量�
（ｔ）�

エネルギー使用量� 用水使用量�
(m3)電力（MWh）� ガソリン（kL）� 軽油（kL）�天然ガス（Km3）� LPG（t）� LNG（t）�Ａ重油（kL）�

３７.３� ０.４� ０.３� １８.０� ０� ３,０２４�

項　目� 規制値� 自主基準�測定値�

水  質�

項　目� 規制値� 自主基準�測定値�

大  気�

騒  音�

振  動�

栃木富士通テン（所在地　栃木県小山市）�

２００１年度 環境関連法に関するデータ�

■ 総発生量   ■ 最終処分量   -●- 再資源化率�

■ CO2排出量   �
-●- 生産高当たりのCO2排出量�

■ 鉛   -●- 原単位�

廃棄物発生量と再資源化率の推移�

■ 廃棄物減量化対策� ■ 有害物使用削減対策�

■ 地球温暖化対策�

3. 栃木富士通テンの活動実績�
　栃木富士通テンは、栃木県小山市郊外の住宅、農耕地が混在する地域にあり、カーＡＶ製品を製造する

敷地面積約２５,４００m２、従業員２９０名（２００２年３月末現在）の工場です。�

（t）�

0

350

300

250

200

150

100

50

有害物使用量と原単位の推移�

3 3

5
4

5

7
8

17
25

2024

46

62

17

生産高当たりのCO２排出量と原単位の推移�
　　　　　　　　　　　　　　　　　（エネルギーのみ）�

（年度）�

（Mwh）�

0
3,200
3,400
3,600
3,800
4,000
4,200

200199 009897969590

エネルギー使用量の推移�
　　　　　　     　　（電力換算）�
�

２００１年度 用水使用量�

� 上水道�

２,２５３m３�

地下水�

３２,９８５m３�

循環使用�

０m３�

２００１年度 エネルギー種類別使用量�

電 力�

４,０９３ＭＷｈ�

Ａ重油�

３０ｋＬ�

ＬＰガス�

３ｔ�

※その他 ： 廃アルカリ、金属くず、ガラス、陶磁器�
�

紙くず�
１９％�

廃油１０％�

汚泥１３％�

木くず�
２７％�

廃プラスチック類�
１７％�

その他※�
１４％�

２００１年度 種類別構成比� ２００１年度 用紙購入量�

（年度）�

（%）�

200199 0098979695
0

20

40

60

80

100

189

218

166

217

78

191

48

196

45

59

23

13

76

253

82
93

97.7

23 7

329
303

2001
（年度）�

009998979695

（t）�

0

2

4

6

8

10 80

60

40

20

0

（kg/億円）�

（年度）�

0

2

4

6

8

10

2001

（t）�

009998979695

3 333
4

6

8

0
50
100
150
200
250
300
350
400

2001�
（年度）�

99 009897969590
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0

（t-c/億円）�（t-c）�

1.95

2.09

2.46

329 356 355 342

2.02 2.03

386 387 393

2.23 2.15
2.49

1.88

3,124
2,009

3,373

3,830 3,808

4,161 4,172 4,234

ｐＨ　�

ＢＯＤ（ｍｇ／ｌ）�

ＳＳ（ｍｇ／ｌ）�

ヘキサン抽出・動植（ｍｇ／ｌ）�

ヘキサン抽出・鉱物（ｍｇ／ｌ）�

ＮＯｘ（ｍｌ／Ｎｍ３）�

ＳＯｘ（Ｎｍ３／ｈ）�

ばいじん（ｍｇ／Ｎｍ３）�

５～９�

６００�

６００�

３０�

５�

―�

―�

―�

５.４～８．６

４８０�

４８０�

２４�

４�

１５６�

０．０８１�

１２�

８.７�

４９.９�

５７.０�

４.４�

＜１．０�

８４�

０．００９�

１１�

昼間（ｄＢ）�

朝・夕（ｄＢ）�

夜間（ｄＢ）�

昼間（ｄＢ）�

夜間（ｄＢ）�

６５�

６０�

５０�

６５�

６０�

６３�

５７�

４５�

５５�

３７�

５４�

５４�

５０�

５０�

３５�

排        水 ： 工程からの排水は無く、すべて公共下水道に放流�

大　　  気 ： 燃料はＡ重油を使用�

騒音・振動 ： その他の地域�

注１）特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載しています。�

 　  ・過去３回の測定データに基づき、一部自主基準値を見直しています。�

注２）＜記号のある物質は定量下限値以下（検出されない）でした。�

�

IPA使用量の推移�

４.９ｔ�
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サイトデータ�



環境保全活動の沿革�

環境マネジメント� 年 度� 製　　　品�

２００１�

�

�

�

１９９９�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

１９９８�

�

�

１９９７�

�

�

１９９６�

�

�

１９９４�

�

１９９３�

�

１９９２�

・富士通グループ植林活動に参画（２００２年 １月）�

・環境パフォーマンス指標を導入�

�

・ＦＴｄＭ（メキシコ）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（２０００年 ６月）�

・第３期 環境行動計画を策定（２０００年 ３月）��

・天津富士通天（中国）がボランティア植林に参加（２０００年 ３月）�

・天津富士通天（中国）がＩＳＯ１４００１の認証を取得�

 （１９９９年 １２月）�

・地球環境部が発足（１９９９年 １０月）�

・環境報告書の初版を発行（２０００年 ８月）�

・ＦＴＣＡ（アメリカ）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９９年 ６月）�

・第１回社内ミニ環境展を開催（１９９９年 ６月）�

・社内広報誌「みんなの地球」のイントラネット上での展開を開始�

 （１９９９年 ６月）�

・環境会計を導入�

・環境パンフレット「環境保全の取り組み」を発行（１９９８年 １２月）�

・ＦＴＣＰ（フィリピン）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９８年 １０月）�

�

・栃木富士通テンがＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９７年 １０月）�

・中津川工場がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９７年 ８月）�

・本社工場がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９７年 ６月）�

・第２期 環境行動計画を制定（１９９７年 １月）��

・本社工場が防災福祉コミュニティに参画（１９９６年 ９月）�

�

・本社工場が六甲山クリーンハイキングに団体参加�

 （１９９４年 １０月）�

・第１期 環境行動計画を策定（１９９３年 １１月）�

�

・社内広報誌「みんなの地球」第１号を発行（１９９３年 ２月）�

・地球環境課が発足（１９９２年 １２月）�

・地球環境憲章を制定（１９９２年 １１月）�

・地球環境委員会が発足（１９９２年 ６月）�

・グリーン調達ガイドラインを制定（２００１年 ９月）�

・グリーン製品を市販カーＡＶ市場に投入（２００１年 ７月）�

・環境ラベルを制定（２００１年 ５月）�

�

・社内製造工程における代替フロンの使用を全廃（２０００年 ３月）�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

・市販カーオーディオのピンジャックキャップに生分解性プラ

スチックを採用（１９９８年 ８月）�

・グリーン製品認定基準を設定�

�

�

�

�

�

・製品環境アセスメントシステムを導入�

�

�

・特定フロンの使用を全廃（１９９４年 ２月）�

・トリクロロエタンの使用を全廃（１９９３年 １２月）�

�

アンケートＦＡＸ用紙　 富士通テン地球環境部行�
�

　２００２年度環境報告書を最後までお読みいただき、ありがとうございました。�

　次回報告書を作成する際の参考とさせていただきますので、下記項目にご記入の上、ＦＡＸいただければ幸いです。�

　なお、本頁が切り取りにくい場合は、お手数ですが弊社環境ホームページからダウンロードしてお送りください。�

　http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/２００２�
�

Ｑ１． ２００１年度版の環境報告書をお読みになったことがありますか。�

 □  あ     る □  な     い��

Ｑ２． ２００１年度版の環境報告書と比較して、どのようにお感じになりましたか。�

 □  良くなった □  あまり変らない □  悪くなった��

Ｑ３． 富士通テンの環境保全活動についてご存知でしたか。�

 □  知っていた □  少し知っていた □  知らなかった��

Ｑ４． 本報告書をご覧になってどのようにお感じになりましたか。�

 □  良くできている □  普通 □  あまり良くない��

Ｑ５． 本報告書の内容で良かったと思われる点は何ですか。�

                                                                                            �

                                                                                            �

                                                                                            �

Ｑ６． 本報告書の内容で不備だと思われる点は何ですか。�

                                                                                            �

                                                                                            �

                                                                                            �

Ｑ７． 本報告書の存在を何でお知りになりましたか。�

 □  新聞    □  雑誌    □  当社のホームページ    □  当社の従業員    □  友人・知人    □  その他（   　　     ）�

Ｑ８． 本報告書をどのような立場でお読みになられていますか。�

 □  当社製品のお客様 □  環境専門家 □  企業の購買（調達）担当者 □  行政関係者��

 □  一般消費者 □  当社事業所の近隣住民 □  企業の環境担当者 □  外部調査機関��

 □  学生 □  報道関係 □  環境ＮＧＯ □  その他（  　　      ）�
�

ご協力ありがとうございました。差し支えなければ下記にもご記入ください。�

ご氏名                                        　　　　　　　　　　　性別 ： □  男     □  女   　 年齢 ：      ��

ご住所                                        　　　　　　　　　　　Ｅメールアドレス ：                     ��

ご職業（お勤め先・所属・役職・学校名など）                                            �
�

富士通テン株式会社地球環境部�

Tel 078-682-2029

ＦＡＸ ： 078-682-2242

２０００�

１９９５�

ご回答いただいた内容は、今後の環境報告書製作の参考としてのみ使用し、

他の目的には一切使用いたしません。�
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印刷：凸版印刷株式会社�

富士通テン株式会社�
〒652-8510　神戸市兵庫区御所通1-2-28　TEL 078-671-5081�

この報告書の内容に関するお問い合わせは�

地球環境部　TEL 078-682-2029

http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/2002

この報告書の内容は、�

インターネットホームページでもご覧いただけます。�

発　　　　行：2002年8月�
次号発行予定：2003年7月�

アロマフリー型大豆油インキを使用�
しています。�

※この環境報告書は再生紙を使用しています。�

自然がよみがえり、人や動植物がみんな生き生きと暮ら

せる日をめざして行動する大切さと、みずみずしい地球を

子孫に伝えたいという思いをこの絵に託しました。�


